
１．　基本情報

〒　　　　　　　　　　

２．　略歴・受賞歴

●

●

まちなか再生

集落再生

環境

● その他

◆2022年度　北海道厚真町・栗山町「広域連携による新関係人口構築デザイン」
◆2020年～2021度　北海道厚真町　厚真町×札幌圏の参加型ローカルプロジェクトを通した関係人口デザイン
◆2015年度　山形県飯豊町　「いいもんだ中津川　持続可能運営体への道」
◆2013年度　北海道小樽市　「地域資源を活かした小樽観光の魅力アップ事業」
◆2012年度　宮崎県綾町　「守りながら知ってもらう・来てもらう「倉輪地区」の挑戦」
◆2011年度　愛知県岡崎市　「人・モノ・情報を集める現代型の城下町・宿場町の創出
◆2010年度　高知県須崎市　「ソーシャルチェンジ「すさきリーダーズプログラム」
◆2005年度～07年度　山形県遊佐市　「地域資源活用交流戦略事業」
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略
歴
・
受
賞
歴

1988年3月 北海道大学農学部卒業（森林科学系SDGs）
1988年4月 株式会社リクルート入社　媒体マーケティング、販売促進企画部門所属
2001年5月 地域活性化系シンクタンクを経て、実践に近い地方創生支援を目指した株式会社カルチャーアットフォーシーズンスを設立

地域再生マネージャー事業経由では
２００８年　山形県遊佐町　取り組みがグッドデザイン賞
２０１８年　宮崎県新富町　「こゆ財団」が内閣府地方創生優良賞

■内閣官房 地域活性化伝道師
■総務省 地域力創造アドバイザー
■同省 地域再生マネージャー※㈶ふるさと財団管轄
■㈳移住・交流推進機構アドバイザー（JOIN） 設立会員
■宮崎県綾町ユネスコエコパーク専門委員
■北海道厚真町文化財保存活用検討委員
■日本評価学会認定評価士（ソーシャルインパクト評価）
■ソーシャルファンドレイザー（日本ファンドレイジング協会准認定）

（　事業の取り組みを担い手であり要である行政職員の疲弊が進んでいる現状に対し、職員ならびに働く環境「制度」「評価」「職場」の「これからの時代に挑める体制の
整備」を推進　）

神奈川県厚木市寿町１丁目4-3-2

ふるさと財団「地域再生マネージャー」情報

ふりがな

役職

自己PR

地域再生マネージャー制度にはその創設期より携わらせて頂いており、内容に関わらず一貫して取り組みが持続するた
めの「仕組みづくり」にこだわっております。

メールアドレス

連絡先

住所

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４．　ふるさと財団での実績

外部専門家
（活用助成）

３.　取組分野

名称 アドレス

関連ホームページ

電話番号

キャッチコピー

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（以下の「起業支援」につながる「関係人口や移住希望者・移住者が持続的に地域の生産活動に参加するための仕組みの形成を推進。近年では「特定地域づくり事業協
同組合」を如何に当該地域に合うスタイルで運営するかを自治体と推進中）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（事業の取り組み主体の形成サポートの結果、宮崎県新富町「こゆ財団」、千葉県南房総市「（社）南房総市観光協会」、北海道厚真町「㈱とける」、高知県香美市「NPO
いなかみ」、山形県遊佐町「LLPままくう」ほかが誕生。
その他、NPO　ETIC.の全国チャレンジコミュニティ・ベンチャーラボ、東京都高校生起業家養成プログラム等のアドバイザー）

移住・定住・関係人口

農林水産業

起業支援

観光

活動エリア 全国

代表

０９０－４３７６－９０８３

nakashima@c4seasons.co.jp

なかしま　じゅん

中島　淳

フォーシーズンズ（カルチャーアットフォーシーズンス）

２４３－０００３

写 真
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５．　取組内容・実績
【取組事例①】
（１）事業名　 ：令和4年度：広域連携による新関係人口構築デザイン
（２）対象地　 ：北海道厚真町＆栗山町
（３）事業目的：事業後も関係人口が自立的に持続していく仕組みと主体の形成

（４）事業内容：
①人的アセットの可視化（人材MAP制作）
②2町間で共通「テーマ」創出
③札幌圏player　と２町player　関係創出
④その他、自然発生的な関係人口の誕生

（５）事業による成果：
関係人口形成を担う中間支援組織「株式会社とける」が厚真町に設立されたました
本事業を通じ、とけるの代表が地域再生マネージャーに就任し、活躍されています。

【取組事例④】
（１）事業名　 ：〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
（２）対象地　 ：〇〇県　〇〇村
（３）事業目的：

（４）事業内容：

（５）事業による成果：

【取組事例②】基本的にはソーシャル（ローカル）ベンチャーとして取り組み主体の可視化を目指します。

（１）事業名　 ：起業支援は特定事業ではなく、多くの場合においてその主体の形成、お金が回る背景の整備を念頭に取り組んでいます。
以下に現地の有志による現地での法人立ち上げの結果を記述します。
そのプロセスでの私の役割は多くの場合は法人の「機関設計」です。法人化にむけて、主体となる現場当事者（当地の若者等）の意思・ビジョン・ミッションの
確認や行動計画の作成、行政等公的機関との役割調整、多様で実質的な「参加」の機会づくり、そして「どうやって稼ぐのか」のビジネスモデルの検討を繰り
返し、当事者たちの設立の覚悟を確認といったプロセスを経て、どういう法人形態が相応しいのかを検討し決定します。

（２）再生マネージャー事業が関与した実績例：
宮崎県新富町　㈶こゆ地域づくり推進機構（こゆ財団）、高知県香美市　NPO「いなかみ」、北海道厚真町　㈱とける、
山形県遊佐町　生産事業組織「ままくう」、和歌山県印南町任意団体「いなみの料理広めたい」ほか　いずれも自立活動に成功しています。

【取組事例③】
（１）事業名　 ：職員の力量形成に向けたプログラム
（２）対象地　 ：北海道平取町　ほか
（３）事業目的：前例が通じず正解もない時代、さらに職員・予算が減少すると予測される中、公務員は如何に行動し「職場（環境や制度、管理職と職員と
の関係性等）」は如何にあるべきかを、当該職員自身が創発するプログラム。首長等の理解が不可欠です。
公助（行政依存）ではなく共助促進を念頭にした職員の「断る」技量と根拠形成、「職員視点」の働く環境形成を目指します。

（４）事業内容：「業務の棚卸し」、職員視点の「業務の優先順位」、「新たな人事評価制度指標づくり」、「副業制度や異動しない制度」等を職員・管理職
と共に創出し、首長に提案の上で、合意を得たものから着手しています。

（５）事業による成果：
3年度間は必要とします。
平取町の場合、取り組みの第一弾成果として、課ごとの業務重複している内容を違った切り口（テーマ）でまとめ直した結果、例えば移住者向け・教員向け・
職員向け・住民向け公共社宅の管理運営を１つに集約しました。

積極的な自治体は、総合計画への「インパクト評価」導入やSIB（ソーシャルインパクトボンド）の検討等新たな制度導入のステージに入っています。
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※上記以外の取組内容・実績


